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水資 源 部水 資 源計 画課 

 

豊川水系における水資源開発基本計画等の変更について審議します 

～需要主導型の水資源開発の促進からリスク管理型の水の安定供給へ～ 

豊川水系については、危機的な渇水、大規模自然災害、施設の老朽化・劣化に伴う大規模事故など、

近年、水資源を巡るリスクが顕在化している状況を踏まえ、平成29年５月国土審議会の答申に基づき、

リスク管理型の「水資源開発基本計画」に向けた全部変更に係る審議を豊川部会において進めてきまし

た。今回は、令和６年３月以降３回にわたる部会での審議を経てとりまとめた「豊川水系における水資

源開発基本計画」の全部変更、その他「利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画」及び「木曽

川水系における水資源開発基本計画」の一部変更（予定工期の変更）について審議します。 

 

1. 日 時： 令和６年10月30日（水）13:30～15:30 

2. 場 所： 中央合同庁舎２号館 １階共用会議室１ （千代田区霞が関２－１－２） 

3. 委 員： 別紙１のとおり  

4. 議 題：（1）「豊川水系における水資源開発基本計画」の全部変更について 

（2）「利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画」の一部変更について 

（3）「木曽川水系における水資源開発基本計画」の一部変更について 

（4）その他 

5. その他： 

 

・本会議は、会議室における対面形式とWEB形式を併用して実施する予定です。 

・傍聴については、WEB形式とさせていただきます。回線容量の都合上、傍聴の接続は１人・１

社（団体）につき１回線までとさせていただきます。通信状況等により映像の乱れや一時的な

停止があることをあらかじめご了承ください。 

・傍聴を希望される方は、10月29日（火）12:00までに以下の送付先までメールにてご連絡くださ

い。ご連絡頂いた方にWEB傍聴用のURLと資料を送付します。なお、希望者が多数の場合は、先

着順とさせていただきますのでご了承ください。  
件名：【傍聴希望】第25回国土審議会水資源開発分科会 

本文：氏名（ふりがな）、所属、連絡先 

送付先：hqt-mizushigen-k@ki.mlit.go.jp  
・会議の資料及び議事録は後日、以下の国土交通省ホームページに掲載します。 

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s102_mizushigen01.html 
 

 

10月30日(水)に第25回国土審議会水資源開発分科会を開催し、豊川水系における水資源開発基本

計画等の変更について審議します。 

＜問い合わせ先＞ 

水管理・国土保全局 水資源部 水資源計画課 

企画専門官 中邨（内線31203）、 課長補佐 今津（内線31224） 

TEL：03-5253-8111(代表)、03-5253-8387(直通)  
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水資源開発基本計画の概要

○水資源開発基本計画の全部変更に着手 ～需要主導型からリスク管理型への転換を推進～

・近年、危機的な渇水、大規模災害、施設の老朽化など、水資源を巡る新たなリスクが顕在化している現状を踏まえ、国土審議会からの答申(平成

29年５月）に基づき、従来の需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型の「水の安定供給」へと、水資源開発基本計画の変更を順次実施。

・令和５年７月現在、５水系の計画で閣議決定・国土交通大臣決定。

・残りの２水系のうち、今回、豊川水系についてリスク管理型へ見直し（全部変更）予定。

水資源開発基本計画

水資源の総合的な開発及び利用の合理化の基本となる計画で、我が国の産業と人口の約５割が集中する全国７つ
の水系において閣議決定・国土交通大臣決定されている。〔根拠法令:水資源開発促進法(昭和36年法律第217号)第４条〕

【記載内容】①水の用途別の需要の見通し及び供給の目標
②供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する基本的な事項
③その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項

全国の面積・人口・製造品出荷額等に占める
水資源開発基本計画の対象地域の割合

各水系の水資源開発基本計画の概要【令和６年7月時点】

※国及び独立行政法人水資源機構等が実施した事業で、新たな水資源開発を行った事業。

筑後川水系吉野川水系淀川水系木曽川水系豊川水系
利根川水系
及び荒川水系

昭和39年10月昭和41年11月昭和37年４月昭和40年６月平成２年２月昭和37年４月
（利根川水系）
昭和49年12月
（荒川水系）

水系指定

令和５年１月
(5次計画)

平成31年４月
（4次計画）
-令和５年１月

一部変更

令和４年５月
（6次計画）

平成16年６月
（4次計画）
-平成30年3月

一部変更

平成18年２月
（2次計画）
-令和５年１月

一部変更

令和３年５月
（6次計画）

計画決定

令和12年度を目途令和12年度を目途令和12年度を目途平成27年度を目途平成27年度を目途令和12年度を目途目標年度

水資源開発基本計画
掲上事業

12事業
（ただし、概成の１事
業を含む）

7事業13事業8事業1事業26事業完了した事業※

（改築事業を除く）

4事業4事業－2事業2事業5事業実施中の事業

●寺内ダム再生事業●吉野川下流域用水
事業

●木曽川水系連絡導
水路事業

●設楽ダム建設事業
●豊川用水二期事業

●思川開発事業
●霞ヶ浦導水事業

水の供給量もしく
は供給区域を変更
する事業

○福岡導水施設地震
対策事業

○筑後川水系ダム群
連携事業

○筑後川下流用水総
合対策事業

○早明浦ダム再生事
業

○香川用水施設緊急
対策事業

○旧吉野川河口堰等
大規模地震対策事
業

○木曽川用水濃尾第
二施設改築

○利根導水路大規模地
震対策事業

○成田用水施設改築事
業

○利根川河口堰大規模
地震対策事業

水の供給量及び
供給区域の変更を
伴わない事業
（包括掲上）

（出典）
・面積：国土地理院「令和6年全国都道府県市区町村別面積調（1月1日時点）」
・人口：総務省報道発表資料「住民基本台帳に基づく人口・人口動
態及び世帯数（令和5年1月1日現在）」
・製造品出荷額等：国土交通省水資源部調べ

水資源開発基本計画の対象地域

フルプラン水系の位置図

筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系

豊川水系

水資源開発水系の位置図

一部変更 全部変更 一部変更

別紙２
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豊川用水施設

豊川用水二期施設

設楽ダム建設事業

豊川用水二期事業
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建設中又は
調査中

改築
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導
水
路
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施設区分

ダム

堰

流域界
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※ 指定水系：水資源開発水系に指定された水系。
本資料では豊川水系を指す。

※ フルプランエリア：指定水系の流域及び同水系から
水の供給を受ける地域。

１．水の用途別の需要の見通しと供給の目標
(1) 目標年度

平成27（2015）年度目途
(2) 供給地域

豊川水系に水道用水、工業用水及び農業用水を依存している静岡県、
愛知県の諸地域

(3) 水の用途別の需要の見通し
◆ 水道用水 ： 約 4.5 m3/s
◆ 工業用水 ： 約 1.6 m3/s
◆ 農業用水 ： 約 0.3 m3/s（新規需要）

(4) 供給の目標
近年の降雨状況等による流況の変化を踏まえた上で、地域の実状に即し

て安定的な水の利用を可能にする。
◆供給可能量
・近年の20年に2番目の渇水年の流況：約6.5m3/s
・計画当時の流況 ：約7.9m3/s

４．変更の経緯
H 2. 2. 9 水系指定
H 2. 5.17 基本計画策定（水需給計画決定、設楽ダム、豊川総合用水、

豊川用水施設緊急改築）
H11. 4. 7 一部変更（豊川用水二期の追加、豊川総合用水の事業主体変更等）

H18. 2.17 全部変更（水需給計画変更）
H20. 6. 3 一部変更（豊川用水二期の工期変更）
H27.12.18  一部変更（豊川用水二期の工期変更）
R 5. 1.31 一部変更（設楽ダムの工期変更、豊川用水二期の変更）

豊川水系における水資源開発施設とフルプランエリア

２．供給の目標を達成するため必要な施設の建設に関する基本的な事項
(1) 設楽ダム建設事業
(2) 豊川用水二期事業

３．その他水資源の総合的な開発及び利用の合理化に関する重要事項
• 水源地域の活性化
• 健全な水循環の重視（河川環境の保全等）
• 地下水の適切な保全と利用
• 水利用の合理化（漏水の防止、回収率の向上、再生利用等）
• 渇水に対する安全性の確保
• 水質及び自然環境の保全への配慮

現行「豊川水系における水資源開発基本計画」の概要 別紙３

豊川水系は、平成２年２月に水資源開発水系に指定され、平成２年５月に水資源開発基本計画(１次計画)が決定。
現在は、平成18年２月に策定された第２次計画。


